
 

 

   答 申 情 第 ５ ９ 号 

平成２８年９月１２日   

 

京 都 市 長  様  

 

 

京都市情報公開・個人情報保護審査会 

会 長  佐 伯  彰 洋 

(事務局 総合企画局情報化推進室情報管理担当) 

 

 

京都市情報公開条例第１８条第１項の規定に基づく諮問について（答申） 

 

  

平成２８年５月１７日付け保障第６９号をもって諮問のありました下記のことについて，

別紙のとおり答申します。 

 

 

記 

 

 

障害者の善悪を判断する能力の評価基準等の不存在による非公開決定事案についての審査

請求に対する裁決（諮問情第９２号） 
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（別紙） 

 

１ 審査会の結論 

 

 実施機関が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。   

 

２ 審査請求の経過 

⑴ 審査請求人は，平成２８年４月７日に，実施機関に対して，京都市情報公開条例（以

下「条例」という。）第６条第１項の規定により，「障害者の善悪を判断する能(力)の評

価基準・判定手続が記載されている文書」の公開を請求した（以下「本件請求」という。）。 

 

⑵ 実施機関は，本件請求に係る公文書を保有していないため，不存在による非公開決定

処分（以下「本件処分」という。）をし，平成２８年４月２２日付けで，その旨及びその

理由を次のとおり審査請求人に通知した。 

業務上，「障害者の善悪を判断する能力」を評価したり，判定をすることは行ってお

らず，請求に係る公文書を作成又は取得していないため。 

 

⑶ 審査請求人は，平成２８年５月２日に，本件処分を不服として，行政不服審査法第２

条の規定により，本件処分の取消しを求める審査請求を行った。 

 

３ 審査請求の趣旨 

 

本件審査請求の趣旨は，本件処分の取消しを求めるというものである。 

 

４ 実施機関の主張 

 

不存在による非公開決定通知書，弁明書及び審査会での職員の説明によると，実施機関

の主張は，おおむね次のとおりであると認められる。 

 

⑴ 京都市における障害者に係る事務について 

京都市事務分掌規則第１２条により，「児童福祉法に関する事務（心身障害児に関す

るものに限る。）並びに身体障害者福祉法，知的障害者福祉法，精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（以下「障害者総合支援法」という。）に関する事務の統轄に関すること。」等は，

保健福祉局障害保健福祉推進室の事務分掌となっている。 

実施機関が統轄する障害者に係る事務は，当該事務について定めている法律の目的及

び当該法律に定められた手続に従って行っている。
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⑵ 本件請求に係る文書について 

審査請求人が求めている文書は，障害者の善悪を判断する能力の評価基準，判定手続

が記載されている文書である。 

 

⑶ 本件請求に係る公文書が存在しないことについて 

審査請求人が求めている「障害者の善悪を判断する能力」の評価基準やその判断を行

う手続については，上記⑴の事務に関して定めている法律において定められていないこ

とから，実施機関において業務上使用することがないため作成することも，他の関係機

関から取得することもない。 

したがって，本件請求に係る公文書を保有していないため，本件処分を行ったもので

ある。 

 

５ 審査請求人の主張 

 

審査請求書によると，審査請求人の主張は，次のとおりである。 

    

  開示請求に係る公文書を作成又は取得している。 

 

６ 審査会の判断 

 

当審査会は，実施機関の主張及び審査請求人の主張を基に審議し，下記のとおり判断す

る。 

 

⑴ 本件請求の対象となる公文書について 

   本件請求の対象となる公文書は，実施機関が保有する公文書のうち，障害者の善悪を

判断する能力の評価基準や判定手続が記載されている文書であると考えられる。 

 

⑵ 本件処分について 

  ア 実施機関は，児童福祉法（心身障害児に関するものに限る。），身体障害者福祉法，

知的障害者福祉法及び障害者総合支援法に関する事務を所管しているが，これらの法

律において，審査請求人が求めている「障害者の善悪を判断する能力」の評価基準や

その判断を行う手続は定められていないことから，実施機関において業務上使用する

ことがないため，当該評価基準等を作成することも，他の関係機関から取得すること

もないと主張する。

イ 審査請求人が主張する「障害者の善悪を判断する能力」については，実施機関の所

管する事務に関する上記アの法律において，当該能力についての評価基準やその判断
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を行う手続を定める規定は見当たらない。 

ウ また，審査請求人の請求する内容について，京都市が独自に定めなければならない

事情も特に見当たらない。 

エ これらのことからすると，業務上使用することがないため「障害者の善悪を判断す

る能力」の評価基準等を作成しておらず，他の関係機関から取得することもないとの

実施機関の説明に不合理な点があるとは認められない。 

 

⑶ 以上により，「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（参 考） 

１ 審議の経過 

平成２８年 ５月１７日 諮問 

      ６月 ３日 実施機関からの弁明書の提出 

 ８月 １日 実施機関の職員の理由説明（平成２８年度第３回会議） 

        ９月１２日 審議（平成２８年度第４回会議） 

  ※ 審査請求人から意見陳述の希望がなかったので，意見の聴取は行わなかった。また，

審査請求人から反論書の提出はなかった。 

 

２ 本件諮問について調査及び審議を行った部会 

第１部会（部会長 佐伯 彰洋） 


